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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期
第１四半期
累計期間

第70期
第１四半期
累計期間

第69期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

営業収益（百万円） 601 659 2,499

経常利益（百万円） 13 72 95

四半期（当期）純利益（百万円） 6 54 76

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失(△)（百万円）
－ － －

資本金（百万円） 3,251 3,676 3,676

発行済株式総数（千株） 20,013 37,429 37,429

純資産額（百万円） 3,012 3,988 3,922

総資産額（百万円） 6,855 7,451 7,815

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
0.32 1.45 3.79

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 1.37 2.64

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 43.9 53.5 50.2

自己資本規制比率（％） 441.7 508.5 507.1

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関

連会社であるため、記載を省略しております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第69期第１四半期累計期間については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

（１）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災によるサプライチェーン

の寸断や電力不足による生産の減少および消費マインドの冷え込みといった国内事情に加え、信用不安を抱える欧州

や北アフリカ、中東の政情不安といった海外事情もあり、景気の先行きに予断を許さない状況で推移いたしました。

このような経済環境の中、わが国株式市場は、日経平均株価9,757円で始まりましたが、復興関連銘柄への個別物色

が中心となり、市場全般は先行き不透明感や手掛かり材料難から調整色の強い相場展開となりました。４月下旬の米

国株高を受けて、５月２日には日経平均株価10,017円（高値）をつけましたが、製造業や雇用関連など米国経済指標

の悪化やアジア・中南米をはじめとする新興国のインフレ加速懸念等、世界景気に対する楽観的見方が後退したこと

を受け、リスク回避の円高が進行し、日経平均株価も下落基調となりました。６月下旬には、ＥＵ（欧州連合）による

ギリシャへの金融支援の前提となる中期財政計画をギリシャ議会が可決するとの期待が高まったことから、わが国株

式相場も回復し、日経平均株価（終値）は9,816円で取引を終了いたしました。

　

①純営業収益

・受入手数料

当第１四半期累計期間は、国内株式相場の低迷により株式売買高が減少し、株式の委託手数料は１億63百万円（前

年同期比33.6％減）、債券および受益証券を含めた委託手数料の合計は、１億63百万円（前年同期比33.6％減）とな

りました。

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料は、毎月分配型投資信託の募集額増加により、３億70百

万円（前年同期比175.4％増）となりました。

また、その他の受入手数料は、投資信託残高の増加に伴う信託報酬が増加し、57百万円（前年同期比51.1％増）とな

りました。

　

・トレーディング損益

当第１四半期累計期間の株券等トレーディング損益は、26百万円（前年同期比30.5％減）となりました。また、債券

等トレーディング損益は17百万円（前年同期比85.2％減）となり、全体で44百万円（前年同期比71.6％減）となりま

した。

　

・金融収支

当第１四半期累計期間の金融収益は、外債の償還金の取扱いに伴い発生した為替差益が減少したことにより、23百

万円（前年同期比10.7％減）となりました。一方、金融費用は、信用取引借入金に係る支払利息の増加により６百万円

（前年同期比37.2％増）となり、金融収支は差し引きで16百万円（前年同期比21.9％減）となりました。

　

以上の結果、当第１四半期累計期間の純営業収益は、６億53百万円（前年同期比9.5％増）となりました。

　

②販売費・一般管理費

当第１四半期累計期間の販売費・一般管理費は、株式売買高の減少を受けて取引関係費が３百万円減の60百万円

（前年同期比5.2％減）となった一方、基幹システムに係る費用が増加し事務費が６百万円増の１億38百万円（前年

同期比5.0％増）、人員増加により人件費が１百万円増の３億７百万円（前年同期比0.5％増）となったこと等によ

り、合計で５億82百万円（前年同期比1.0％増）となりました。
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③特別損益

当第１四半期累計期間は特別損失として、投資有価証券評価損16百万円を計上いたしました。

　

以上の結果、当第１四半期累計期間の経常利益は72百万円（前年同期比430.4％増）、四半期純利益は54百万円（前

年同期比750.0％増）となりました。

　

（２）資産、負債、純資産の状況

当社の資金の財源は、資本金を含む自己資金と保有不動産および有価証券等の担保差入れによる金融機関からの借

入れ、平成20年11月に発行した転換社債型新株予約権付社債が主な財源となっております。その他、必要に応じて金融

機関から流動的な資金が調達できる体制を構築しております。

　

①資産

当第１四半期会計期間末の資産合計は、前事業年度末に比べ３億63百万円減少し74億51百万円となりました。そ

の主な要因は、約定見返勘定が５億２百万円増加したものの、信用取引資産３億49百万円、現金・預金３億18百万円

および預託金１億89百万円が減少したこと等によるものであります。

　

②負債

当第１四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末と比べ４億29百万円減少し34億63百万円となりました。そ

の主な要因は、信用取引負債が14百万円増加したものの、退職給付制度改定による退職給付引当金２億１百万円の

減少や、受入保証金１億30百万円および預り金45百万円が減少したこと等によるものであります。

　

③純資産

当第１四半期会計期間末の純資産合計は、前事業年度末と比べ65百万円増加し、39億88百万円となりました。その

要因は、四半期純利益54百万円の計上と、その他有価証券評価差額金が11百万円増加したことによるものでありま

す。

また、平成23年６月25日の定時株主総会決議により、資本剰余金13億67百万円が減少し、利益剰余金が13億67百万

円増加しておりますが、純資産項目内での同額の増減であり、純資産合計への影響はありません。

　

（３）事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

　

（４）研究開発費

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,429,708 37,429,708

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

(スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 37,429,708 37,429,708 ― ―

 　　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 37,429 － 3,676 △1,383 245

（注）会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものであります。

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 11,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,397,000 37,397 ―

単元未満株式 普通株式 21,708 ― ―

発行済株式総数 37,429,708 ― ―

総株主の議決権 ― 37,397 ―

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式888株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸八証券株式会社
名古屋市中区新栄町

二丁目４番地
11,000 ― 11,000 0.03

計 ― 11,000 ― 11,000 0.03

（注）　平成23年６月30日現在における当社の保有自己株式数は、11,888株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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３【業務の状況】

(1）概況

①　受入手数料の内訳

期別 区分
株券

（百万円）
債券

（百万円）
受益証券
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

前第１四半期

累計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

委託手数料 246 0 0 － 246

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 134 － 134

その他の受入手数料 1 0 35 0 37

計 247 0 170 0 418

当第１四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年６月)

委託手数料 163 0 0 － 163

募集・売出し・特定投資家

向け売付け勧誘等の取扱手

数料

－ 0 370 － 370

その他の受入手数料 1 0 54 0 57

計 165 0 425 0 591

②　売買等損益

＜トレーディング損益の内訳＞

期別 区分
実現損益
（百万円）

評価損益
（百万円）

計
（百万円）

前第１四半期累計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

株券等トレーディング損益 38 － 38

債券等トレーディング損益 116 － 116

計 155 － 155

当第１四半期累計期間

(平成23年４月

～平成23年６月)

株券等トレーディング損益 26 － 26

債券等トレーディング損益 17 － 17

計 44 － 44
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③　自己資本規制比率

 
前第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

当第１四半期会計期間末
（平成23年６月30日）

基本的項目 資本合計 (百万円)(A) 3,012 3,988

補完的項目

評価差額金 (百万円) － －

金融商品取引責任準備金 (百万円) 20 19

貸倒引当金 (百万円) 2 1

短期劣後債務 (百万円) 1,000 150

有価証券評価損益のうち

補完的項目に算入する額
(百万円) － －

 計 (百万円)(B) 1,023 170

控除資産  (百万円)(C) 849 790

控除後自己資本 (A)＋(B)－(C)＝(百万円)(D) 3,185 3,368

リスク相当額

市場リスク相当額 (百万円) 9 7

取引先リスク相当額 (百万円) 75 82

基礎的リスク相当額 (百万円) 636 572

 計 (百万円)(E) 721 662

自己資本規制比率 (D)／(E)×100（％）  441.7 508.5

　（注）　上記は金融商品取引法に基づき、決算数値をもとに算出したものであります。

なお、当第１四半期累計期間の市場リスク相当額の月末平均額は7百万円、月末最大額は7百万円、取引先リスク

相当額の月末平均額は88百万円、月末最大額は96百万円であります。

　

(2）有価証券の売買等業務の状況（先物取引を除く）

①　株券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（平成22年４月～平成22年６月）
30,421 149,698 180,119

当第１四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年６月）
19,407 92,485 111,893

②　債券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（平成22年４月～平成22年６月）
11 6,513 6,525

当第１四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年６月）
9 1,510 1,519

③　受益証券

 期別 受託（百万円） 自己（百万円） 合計（百万円）

前第１四半期累計期間

（平成22年４月～平成22年６月）
179 2,563 2,743

当第１四半期累計期間

（平成23年４月～平成23年６月）
1,344 2,275 3,619
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④　その他

該当事項はありません。

 

(3）証券先物取引等の状況

①　株式に係る取引　

 期別
先物取引 オプション取引

合計（百万円）
受託（百万円） 自己（百万円） 受託（百万円） 自己（百万円）

前第１四半期

累計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

－ 6,881 － － 6,881

当第１四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年６月)

－ 3,436 － － 3,436

　

②　債券に係る取引

該当事項はありません。

　

(4）有価証券の引受け、売出し業務および募集、売出し又は私募の取扱い業務の状況

①　株券

該当事項はありません。

②　債券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第１四半期

累計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

国債 － － 22 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 22 － －

当第１四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年６月)

国債 － － 39 － －

地方債 － － － － －

特殊債 － － － － －

社債 － － － － －

外国債券 － － － － －

合計 － － 39 － －
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③　受益証券

 期別 種類
引受高
（百万円）

売出高
（百万円）

募集の取扱高
（百万円）

売出しの取扱
高（百万円）

私募の取扱高
（百万円）

前第１四半期

累計期間

(平成22年４月

～平成22年６月)

株式投信 － － 6,191 － －

公社債投信 － － 9,058 － －

外国投信 － － 210 － －

合計 － － 15,461 － －

当第１四半期

累計期間

(平成23年４月

～平成23年６月)

株式投信 － － 15,222 － －

公社債投信 － － 10,006 － －

外国投信 － － 22 － －

合計 － － 25,251 － －
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号。）

ならびに同規則第54条および第73条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52

号）および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（平成22年日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間（平成23年４月１日から平成23年６

月30日まで）および当第１四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期財務諸表につ

いて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四半

期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、子会社１社は、当第１四半期会計期間中に解散したため、当第１四半期会計期間末において子会社はありません。　
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金・預金 2,059,568 1,740,801

預託金 854,007 664,354

顧客分別金信託 763,217 573,564

その他の預託金 90,790 90,790

トレーディング商品 3,486 －

商品有価証券等 3,486 －

約定見返勘定 121,558 624,031

信用取引資産 3,577,201 3,227,985

信用取引貸付金 3,534,848 3,174,179

信用取引借証券担保金 42,353 53,805

短期差入保証金 220,000 220,000

短期貸付金 50 146

前払金 － 1,389

前払費用 25,253 29,689

未収入金 8,834 7,651

未収収益 100,808 108,071

貸倒引当金 △4,053 △3,635

流動資産計 6,966,715 6,620,486

固定資産

有形固定資産 381,144 371,720

建物 123,130 119,523

器具備品 61,147 55,329

土地 196,866 196,866

無形固定資産 1,677 1,663

借地権 956 956

電話加入権 666 666

ソフトウエア 55 41

投資その他の資産 465,606 457,490

投資有価証券 118,628 116,180

関係会社株式 2,000 2,000

その他の関係会社有価証券 66,824 63,765

出資金 2,020 2,020

従業員に対する長期貸付金 32,304 30,540

長期差入保証金 194,983 194,523

長期前払費用 1,018 927

長期立替金 92,347 91,991

その他 47,790 47,640

貸倒引当金 △92,309 △92,098

固定資産計 848,428 830,873

資産合計 7,815,143 7,451,360
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

信用取引負債 1,921,874 1,935,942

信用取引借入金 1,859,673 1,905,293

信用取引貸証券受入金 62,201 30,649

預り金 664,087 618,199

顧客からの預り金 430,681 322,899

その他の預り金 233,405 295,299

受入保証金 293,336 163,277

短期借入金 400,000 400,000

未払金 47,743 17,784

未払費用 111,682 117,824

リース資産減損勘定 1,735 1,584

未払法人税等 17,971 5,494

賞与引当金 54,000 26,000

流動負債計 3,512,431 3,286,108

固定負債

転換社債型新株予約権付社債 150,000 150,000

繰延税金負債 438 425

退職給付引当金 201,782 －

資産除去債務 5,475 5,506

長期リース資産減損勘定 992 613

その他 1,000 1,000

固定負債計 359,689 157,545

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 20,676 19,678

特別法上の準備金計 20,676 19,678

負債合計 3,892,796 3,463,332

純資産の部

株主資本

資本金 3,676,856 3,676,856

資本剰余金 1,629,043 261,225

利益剰余金 △1,367,818 54,200

自己株式 △3,486 △3,486

株主資本合計 3,934,594 3,988,795

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △12,247 △767

評価・換算差額等合計 △12,247 △767

純資産合計 3,922,347 3,988,027

負債・純資産合計 7,815,143 7,451,360
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

営業収益

受入手数料 418,901 591,830

委託手数料 246,406 163,717

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等
の取扱手数料

134,690 370,972

その他の受入手数料 37,805 57,140

トレーディング損益 155,629 44,211

金融収益 26,774 23,910

営業収益計 601,305 659,952

金融費用 5,060 6,944

純営業収益 596,245 653,008

販売費・一般管理費 577,431 582,937

取引関係費 63,630 60,337

人件費 306,259 307,867

不動産関係費 48,457 48,881

事務費 131,480 138,036

減価償却費 13,249 9,494

租税公課 5,447 6,165

その他 8,907 12,155

営業利益 18,813 70,070

営業外収益

受取配当金 3,401 3,098

その他 829 817

営業外収益計 4,230 3,915

営業外費用

社債利息 8,726 1,308

その他 616 7

営業外費用計 9,342 1,316

経常利益 13,702 72,670

特別利益

金融商品取引責任準備金戻入 4,266 997

貸倒引当金戻入額 2,507 －

ゴルフ会員権売却益 2,285 －

特別利益計 9,060 997

特別損失

投資有価証券評価損 － 16,985

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13,992 －

特別損失計 13,992 16,985

税引前四半期純利益 8,769 56,682

法人税、住民税及び事業税 1,913 2,494

法人税等調整額 478 △12

法人税等合計 2,392 2,482

四半期純利益 6,376 54,200
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【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

 

【追加情報】

当第１四半期累計期間

(自　平成23年４月１日

 　至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）適用しております。

　

【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期累計期間に係る四半期

キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費は、次のとおりで

あります。

前第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 13,249千円 減価償却費 9,494千円

（株主資本等関係）

　前第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

　

　当第１四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成23年６月25日開催の定時株主総会の決議により資本準備金を1,383,552千円取り崩し、その他資

本剰余金に振替いたしました。また、その他資本剰余金1,367,818千円、利益準備金503,860千円及び別途積立金

247,607千円により繰越利益剰余金の欠損補填を行いました。この結果、資本剰余金が1,367,818千円減少し、利

益剰余金が1,367,818千円増加いたしました。

なお、株主資本の合計金額には、著しい変動はありません。　
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（金融商品関係）

当第１四半期会計期間に係る四半期貸借対照表計上額と時価との差額および前事業年度に係る貸借対照表計

上額と時価との差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

利益基準および利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

報告セグメントごとの純営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 対面取引業務
ディーリング
業務

合計 調整額
四半期損益計
算書計上額

純営業収益 555,323 40,922 596,245 － 596,245

セグメント利益

又は損失（△）
56,293 △37,480 18,813 － 18,813

（注）セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第１四半期累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

従来、当社は「対面取引業務」、「ディーリング業務」を報告セグメントとしておりましたが、平成23年３月31

日にエース証券株式会社の連結子会社となったことを契機として、セグメントの管理手法の見直しを行った結

果、当第１四半期会計期間より「投資・金融サービス業」という単一の報告セグメントに区分方法を変更するこ

ととし、セグメント情報の記載を省略しております。

なお、単一のセグメント区分への変更であることから、前第１四半期累計期間のセグメント情報を当第１四半

期累計期間の区分方法により作り直した情報の開示は省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 0円32銭 1円45銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 6,376 54,200

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 6,376 54,200

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,001 37,417

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 1円37銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益調整額（千円） － 1,305

（うち支払利息（千円）） － 1,305

普通株式増加数（千株） － 3,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

　

―――――

　

―――――

　（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第１四半期累計期間については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日

丸八証券株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岩部　俊夫　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森重　俊寛　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 髙橋　浩彦　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸八証券株式会社の
平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第70期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、
四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期財務諸表の作成基準に準拠して、丸八証券株式会社の平成23年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する
第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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